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デザイン研究アプローチを用いた中高生向け情報モラル教育の実践と改善 1

　

日本大学危機管理学部　准教授　木村　敦
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Ⅲ　SNS 安全利用講座の実践と改善

Ⅳ　総合考察

Ⅰ　はじめに

1　青少年向け情報モラル教育の必要性

　インターネットやスマーフォンの普及により、青少年のインターネット利用率も年々増

加傾向にある。内閣府「平成 30 年度青少年のインターネット利用環境実態調査」によると、

青少年のインターネット利用率は小学生が 85.6%、中学生が 95.1%、高校生が 99.0% と、

いずれも非常に高水準であった 2。一方で、インターネット利用率の増加に伴い、青少年

がインターネット利用を通じたトラブルに巻き込まれる事例も多数報告されている 3-6。ト

ラブルの内容は依存、架空請求、高額課金など多岐にわたるものの、書き込みやメールで

の誹謗中傷やいじめ、SNS (social networking service) などに載せた個人情報の流出、

SNS を通じて知り合った人からの誘い出しによる性的被害など、SNS 上のコミュニケー

ションに関連したトラブルも多い 4。たとえば「東京こどもネット・ケータイヘルプデス

クこたエール」に 2018 年度に寄せられた青少年にかかる相談件数 1,757 件のうち、最も

多かったのは「交際」( 異性だけでなく同性や友達とのトラブルも含む ) の 346 件 ( 約
20%)、次いで多かったのは「削除方法」( インターネットにアップされた写真やその他の

個人情報の削除 ) の 176 件 ( 約 10%) であり 6、インターネット上のコミュニケーションや

個人情報公開など SNS に関連性の強い相談が多かったといえる。このような背景からも、

青少年を対象とした SNS 安全利用に関する情報モラル教育の充実は喫緊の課題といえる。

2　情報モラル教育における効果検証の必要性と課題

　情報モラル教育の必要性は学習指導要領にも明記され、教材開発や授業・出張講座の実

践が多数行われている 7-10。一方で、それらの教育効果の検証についての知見はまだ途上で

ある。とくに SNS 上のコミュニケーションに起因するトラブルは状況に依存する部分も

多く、教師側が唯一の正解を提示することが困難なテーマでもある 11。そのため、教育を

実施するのみならず、その効果を検証し、結果に基づいて教育方法を改善するという

PDCA サイクルを継続することが重要となる。教員の資質向上に関する中央教育審議会の
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答申においても、「これからの教育は、どのような教育活動の展開が学習成果に結びつくの

かという、学習科学等の実証的な教育学の成果に基づいて行われることが望まれる」と述

べられており 12、教育実践効果についての客観的な検証が求められている。

　ただし、効果検証を行う際に留意すべき点として、教育実践の中では常に実験群と統制

群を用いた標準的な実験計画法を採用できない場合がある 13。たとえば新しい教材の効果

を実験計画法に基づいて検証するのであれば、事前の学力や知識が同等の学習者をランダ

ムに 2 クラスに割当て、一方のクラスでは新しい教材を用いて学習を行い ( 実験群 )、もう

一方のクラスでは従来の教材を用いて学習を行う ( 統制群 )。その際、教員の教授法や授業

の進め方、学習時間などは剰余変数として入念に統制して両群で差異が生じないようにす

ることとなる。このように教材のみを実験的に操作しその他の要因を統制することで、群

間で統計的に有意な差が見られた場合に教材の違いに起因するものと主張することができ

る。一方で、教育実践においては、可能な限り教育効果が高くなるようにデザインされた

内容で教育が行われる。そのため、教材のみを操作して、教授法などその他の要因をすべ

て統制することが困難である場合が多い。教育的側面から考えると、教材が異なるのであ

れば、それぞれの教材の特徴を踏まえて学習者が効果的に学べるよう授業の進め方もあわ

せて変更するべきであろう。木村 11 は、青少年向けの情報モラル教育においては、自己リ

スクの楽観視や説得に対する心理的リアクタンスといった受講者特性も踏まえ、受講者が

リスクを他人事でなく自分のこととして主体的に考えられるような「伝え方の工夫」が重

要であると指摘している。そこで、青少年向けの情報モラル教育にあたっては教材 ( 何を ) 
と教授法 ( どのように教えるか ) の両者を最適化した授業実践が求められるが、このよう

な複数の要因を交互作用的に操作して行われる授業実践は、標準的な実験計画法での効果

検証が困難となる。

　また、学習者を実験計画における実験協力者とみなして扱うことの問題もある。すなわ

ち、従来教材よりも優れている可能性が高いと考えられる新教材を有しているにも関わら

ず、効果検証のために一方のクラスでは従来教材を用いて授業を実施することは、そのクラ

スの学習者に学習上の不利益をもたらす場合もあることから、倫理上の問題が生じる 13,14。

3　デザイン研究アプローチの有効性

　このように「学習者」を対象とし、「複数の教育要素を組み合わせて設計」される青少年

向け情報モラル教育について、その実践と効果検証に基づく改善を進めていくための学習

科学的方法論の 1 つとして、デザイン研究 (Design-based research; DBR) アプローチが挙

げられる 13-20。鈴木・根本 13 によると、デザイン研究は「従来の実験室での統制群と実験

群の比較による検証方法とは異なり、複雑な要因が絡み合って成立している教育実践現場

に研究者が入り込み、あるいは実践者自らが研究者となって、教育実践をデザインする中

でこれまでの研究知見を活用し、それを発展させていくための枠組み」であるとされる。

コリンズら (Collins, A. et al.) 17 とバラブ (Barab, S. A.) 18 がまとめたデザイン研究と一般
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的な実験研究の差異について図表 1 に示すが、デザイン研究は複雑な要因が相互作用する

学習環境の場をそのまま記述し、教育の理論的枠組みと改善前後の効果検証を裏付けとし

て教育のデザイン原則を明らかにするものといえる。デザイン研究の具体的な進め方とし

ては、まず既存の理論や先行研究で抽出されたデザイン原則に基づいて授業デザインを仮

定し、次にその授業デザインに基づいた教育実践と効果検証を行い、検証結果に基づいて

授業を改善する。その PDCA サイクルを何度か繰り返し、最終的に当該教育におけるデザ

イン原則を提案するという流れとなる 19。前述のように、教育実践においては必ずしも提

案手法についての有効性を統制群と比較しての厳密な仮説検証ができるものとは限らな

い。そのため、デザイン研究では、実践の効果を毎回測定し、そのデータに基づいて授業

に改善を加え、改善後の授業の効果を改善前の同授業と比較する準実験計画法をとる 20。

　デザイン研究を用いた教育改善の実践は、看護教育や美術教育などの分野で報告されて

いるが 21-23、情報モラル教育についてはまだ実践例が少ない。しかし、青少年向け情報モ

ラル教育の教育実践についての効果検証を行う上で、統制群との比較を含む実験計画を採

用せずとも実証的な妥当性検証や改善案の抽出を行うことができることから、情報モラル

教育についてもデザイン研究アプローチが有効であると考えられる。

4　本研究の目的

　以上の問題意識のもと、本研究は筆者らが 2014 ～ 2015 年に企画・実施した「学生によ

る中高生向けの SNS 安全利用講座」における講座デザインと検証・改善のサイクルの事

例を題材として、青少年向け情報モラル教育のデザイン原則について論じるものである。

図表 1　デザイン研究と実験室実験の重要な相違点に関する比較 18
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  本章では、筆者らが担当した青少年向け SNS 安全利用講座のデザインや実施概要につい

て述べる。なお、その一部は既報 11 と重複する部分もあるが、本研究の内容を理解する上で

必要な情報については適宜再掲し、デザイン研究との関連から詳述することとする。 

 

1 SNS 安全利用講座の概要 

本教育実践は、東京電機大学情報環境部のプロジェクト科目「基礎プロジェクト A/B」(3

年次生推奨科目、前/後期各 4 単位) の中で実施されたものである。当科目では地域の企業

や自治体から地域の課題に関するテーマを募り、学生主体で課題解決に向けて研究開発や

活動実践を行う地域連携教育を実施していた。その中で 2014 年度に千葉県印西市総務部情

報管理課から提案のあった「学生による SNS 市民講座」を筆者の研究室 (当時) で担当し

た。基礎プロジェクト履修者の中で本活動に応募した 2 名の 3 年次学生 (男女各１名) が当

テーマに割り当てられ、講座の準備・実施・効果検証に中心的に携わった。市との協議との

結果、青少年向けの SNS 安全利用講座を企画することとなった。そこで講座の主対象者を

。
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Ⅱ　青少年向けSNS安全利用講座のデザイン

　本章では、筆者らが担当した青少年向け SNS 安全利用講座のデザインや実施概要につ

いて述べる。なお、その一部は既報 11 と重複する部分もあるが、本研究の内容を理解する

上で必要な情報については適宜再掲し、デザイン研究との関連から詳述することとする。

1　SNS 安全利用講座の概要

　本教育実践は、東京電機大学情報環境部のプロジェクト科目「基礎プロジェクト A/B」(3
年次生推奨科目、前 / 後期各 4 単位 ) の中で実施されたものである。当科目では地域の企

業や自治体から地域の課題に関するテーマを募り、学生主体で課題解決に向けて研究開発

や活動実践を行う地域連携教育を実施していた。その中で 2014 年度に千葉県印西市総務

部情報管理課から提案のあった「学生による SNS 市民講座」を筆者の研究室 ( 当時 ) で担

当した。基礎プロジェクト履修者の中で本活動に応募した 2 名の 3 年次学生 ( 男女各 1 名 ) 
が当テーマに割り当てられ、講座の準備・実施に中心的に携わった。市との協議との結果、

青少年向けの SNS 安全利用講座を企画することとなった。そこで講座の主対象者を市内

の中学生・高校生とし、中学校・高等学校への出張講座を実施することとした。講座実施

校については、印西市教育委員会や関係者を通じて企画を周知し実施校募集を行ったとこ

ろ、市立の中学校 2 校から中学 1 年生を対象とした講座 (2014 年、2015 年 4 月 )、中学校

1 校から家庭教育学級で保護者を対象とした講座 (2014 年 12 月 ) の応募があり、いずれも

実施した。また、高校生については大学の高大連携講座 (2015 年 4 月 ) の中で当講座を実

施することとした。

2　SNS 安全利用講座のデザイン

　青少年向けの情報モラル教育を実践する上では、受講者がリスクを他人事ではなく自分

のこととして主体的に考えられるような伝え方の工夫が重要となる。この工夫の 1 つとし

て、受講者である青少年と比較的年齢の近い大学生が講師となる「ピア・エデュケーション」

の有効性が指摘されている 11。これは専門的知識の紹介のみならず、自分の実生活の中で

知識通りの対策行動ができなかった事例等も説明した上で、受講者にも SNS の安全な利

用について主体的に考えさせるような手法である。ピア・エデュケーションはいじめや就

職活動など青少年に身近な問題を考えさせる講座において高い効果が報告されているが 24-26、

青少年向け情報モラル教育に関する実践報告はまだ実践例が限られており 27,28、どのよう

な授業デザインが有効かについては明らかにされていない。

　そこで本研究では、学生が講師となって中高生に情報モラル教育を行うピア・エデュケー

ションをデザインする際のデザイン原則について検討することから始めた。授業デザイン

に際して仮説的に設定したデザイン原則案を図表 2 に示す。基本的なデザイン原則案は、

神田・益川 29 が中学生向けの国語科教育実践の中で抽出したデザイン原則である「人を賢

日本大学「危機管理学研究」.indb   257 2020/03/19   13:23:45



258

くする枠組み」、「対話という営み」、「実生活につながる文脈」、「学びを引き出す環境」の

4原則を採用した。その主たる理由としては、本研究と神田・益川 29 は学修の目標とアプロー

チが類似していることが挙げられる。本研究では中高生向けの情報モラル教育にピア・エ

デュケーションを導入することで、受講者が SNS の安全利用というテーマを身近な問題

と感じ、テーマについて主体的に意見交換したり考えるような機会を提供することを目標

としている。神田・益川 29 も、生徒が国語科の知識を獲得するのみならず、他生徒との交

流や日常性の高いテーマ設定を通じて主体的に学びを継続するような学修デザインを目指

していることから、科目は異なるものの学修目標自体は本研究と類似する部分が多い。な

お、神田・益川 29 のデザイン原則は中学 1 年生を対象とした授業実践から抽出されたもの

であり、その点も本研究のデザイン原則を考える上で有用であった。本講座は大学生を講

師としてピア・エデュケーションを行うものであるが、一般的に学生によるピア・エデュ

ケーションは高校生や大学生に対して行われる場合が多く 24-26、中学 1 年生は学生講師に

よるピア・エデュケーションの対象としてはやや年齢差が大きいといえる。そのため、中

学 1 年生向けの教育実践の中で効果の見られたデザイン原則を参照することで、低学年生

にも受容されやすい講座の実現を目指した。

　次に、各デザイン原則と講座実践上の実装方法について述べる。原則 1「人を賢くする

枠組み」は、学習者の知識獲得過程や動機づけなどを踏まえた協調的な授業デザインであ

るとされる 29。この原則を踏まえ、本講座では SNS 安全利用に関する既存のテキストを使

用せず、学生 ( ピア ) 目線での解釈も例示した自作テキスト冊子を教材に用いることとし

た ( 図表 3)。情報モラル教育は「これをやってはいけない」という利用制限につながる話

題になりがちであるが 30、中高生にとって SNS は学校の友人同士の関係維持において重要

なコミュニケーションツールとなっている場合も多く、それらの事情を考慮せず危険性を

列挙するような教育を行うと、説得に対する心理的リアクタンス 31 により教育効果が低下

する懸念もある 11。そこで、中高生の SNS 利用上の実際的側面も踏まえ、現実的な解を例

図表 2 　中高生向け SNS 安全利用講座のデザイン原則案
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ID デザイン原則 a 授業デザインの

視点 
本研究における実装 感想調査における効果

検証指標 b 
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・学生講師による進行 
・学習者が挙手・回答しやすいク

イズ 
・ARS による自他の反応把握 

・学生講師による参加

意欲 
・ARS 興味 

3 実生活につな

がる文脈 
実生活に則した

シナリオ 
・実施校や地域に根差した事例 
・同年代者の事例 

・テキスト事例対策興

味 

4 学びを引き出

す環境 
知識構築を支援

する道具と空間 
・スライドとテキストを用いた進

行 
・ARS による聴衆参加型進行 

・テキストコラム興味 
・ARS 興味 

a各デザイン原則の名称は神田・益川 29に基づく。 
b 効果検証の各指標の詳細は図表 9 を参照されたい。 
 

次に、各デザイン原則と講座実践上の実装方法について述べる。原則 1「人を賢くする枠

組み」は、学習者の知識獲得過程や動機づけなどを踏まえた協調的な授業デザインであると

される 29。この原則を踏まえ、本講座では SNS 安全利用に関する既存のテキストを使用せ

ず、学生 (ピア) 目線での解釈も例示した自作テキスト冊子を教材に用いることとした (図

表 3)。情報モラル教育は「これをやってはいけない」という利用制限につながる話題になり

がちであるが 30、中高生にとって SNS は学校の友人同士の関係維持において重要なコミュ

ニケーションツールとなっている場合も多く、それらの事情を考慮せず危険性を列挙する

ような教育を行うと、説得に対する心理的リアクタンス 31 により教育効果が低下する懸念

もある 11。そこで、中高生の SNS 利用上の実際的側面も踏まえ、現実的な解を例示するよ

うなコンテンツとした。また、学びの動機づけを考える上では、SNS に対する生徒の興味や

経験のばらつきにも留意する必要がある。とくに中学 1 年生では SNS 未利用者も一定数存

在することが予想されることから、未利用者も自分に無関係なことと思わず今後自分に必

要となる知識と考えて積極的に参加できるような工夫が必要と考えた。そこで、テキスト冊

子においては、SNS 未利用者など SNS に対する関心が低い生徒もテキストに目を通すきっ

かけが提供できるよう、各テーマについて見開き左頁にマンガで架空の関連事例を紹介し
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示するようなコンテンツとした。また、学びの動機づけを考える上では、SNS に対する生

徒の興味や経験のばらつきにも留意する必要がある。とくに中学 1 年生では SNS 未利用

者も一定数存在することが予想されることから、未利用者も自分に無関係なことと思わず

今後自分に必要となる知識と考えて積極的に参加できるような工夫が必要と考えた。そこ

で、テキスト冊子においては、SNS 未利用者など SNS に対する関心が低い生徒もテキス

トに目を通すきっかけが提供できるよう、各テーマについて見開き左頁にマンガで架空の

関連事例を紹介しつつ、右頁で実際に発生した事例や対策案、関連コラムを詳述した ( 図
表 4)。これらの工夫により、学習者の学びに対する動機づけを高める教材開発を試みた。

　原則 2「対話という営み」は、学習者が自己、他者、テキストなどとの対話を行いやす

いデザインであるとされる 29。この原則を実現するために、学生講師による対話的な進行、

および ARS (audience response system; 株式会社 KEEPAD JAPAN Turning Point RF 
LCD) を用いた受講者参加型の質問を導入することで、生徒の SNS 利用状況や態度を把握

しつつインタラクティブに講座を進行することとした。なお、ARS はクリッカーと呼ばれ

る端末を各受講者に配布し、講師が提示した選択式の質問に対し受講者がクリッカーのボ

タン押しで回答することで、回答の集計結果が即時にスライド上にグラフ表示されるシス

テムである ( 図表 5)。ARS を用いることで自分と他受講生の SNS 利用状況や意見の異同

が把握できることから、各受講者が学生講師に加え他受講者との対話を通じた学習を行え

るものと考えた。

　原則 3「実生活につながる文脈」は、実生活の問題に近い真正性の高いシナリオや、テ

キスト・ゴールの設定を用いることとされる 29。この原則を実現するために、講義の際に

受講生徒の地域に根差した事例を用いた。たとえば「複数の記事・写真投稿から個人情報

が特定される」という事例を説明する際に、印西市内の風景や建造物の写真や、当該校の

学校行事の例を用いて解説することとした ( 図表 6)。
　原則 4「学びを引き出す環境」は、協調的な学習を誘発する教室環境や、情報入手や知

識構築を支援する学習環境を指す 29。講座においては、スライドを用いた進行を行いつつ、

興味を持ったトピックについて自作テキストで各自が学べる教材の工夫や、ARS による参

加型進行を取り入れた学習環境を構築した。ただし、出張講座であることから実施教室の

環境をあらかじめ限定するようなデザインを行うことはできず、結果的に原則 4 の実装は

原則 1 や原則 2 とやや類似した部分もある。そこで、原則 4 を独立した原則とみなすかは

実践後に再検討することとした。
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図表 3　テキストのコンテンツ
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図表 3  テキストのコンテンツ 
 

項目 コンテンツ (見出し) 頁 
はじめに ●中高生の方へ ●保護者の方へ 1-2 

個人情報漏えい (写真編) ●事例 1: 窓の反射から芸能人の泊まったホテル特定～映り込みに

も注意しよう ●事例 2: 室内の写真からも住所特定～GPS 機能を

適切に使おう ●友人が映っている写真を投稿する場合には許可

をもらおう ●コラム: Exif 情報とは？ 

3-4 

個人情報漏えい (文章編) ●事例 1: 情報を組み合わせて個人特定～個人情報の公開を控えよ

う ●事例 2: 位置情報が付加された記事から待ち伏せ～位置情報

設定を OFF にしよう ●友人とのコメントのやりとりで気を付け

ること ●コラム: LINE の設定、大丈夫ですか？ 

5-6 

文章で本心が伝わらない ●事例 1: 冗談のつもりが悪口に～対面場面より言葉に気を付ける 

●事例 2: 情報が足りず誤解を招く～誰が見ても平気な投稿を ●
コラム: 本心が伝わらないのは視覚的匿名性のせい？ 

7-8 

予期せぬ拡散 ●事例 1: ハッシュタグからたどられて拡散～タグと拡散希望は極

力控えよう ●事例 2: 必要以上の拡散が数日間続く～記事の削除 

●知らぬ間に友人の投稿を拡散していないか確認しよう ●コラ

ム: いいね！をしたことを表示させない方法 

9-10 

なりすまし ●事例 1: 友人を助けるつもりが詐欺に！～本当に友人か確かめよ

う ●事例 2: 好きな芸能人がTwitterを始めた？～アカウントを調

べよう ●Facebook の「信頼できる連絡先」設定には注意！ 

11 

流言・デマ ●事例 1: 通り魔事件発生。犯人逃亡中！～情報源を調べよう ●
事例 2: 遊園地の偽アカウントが登場～公式か確かめよう ●コラ

ム: この話もデマだった！？ 

12 

既読無視 ●事例 1: なんで既読無視するの？～様々な理由があります ●事

例 2: どうしたら既読無視は防げるの？～一言で無視ではなくなり

ます ●コラム : 別に私がやらなくても…実は皆が思ってい

る！？社会的手抜き 

13-14 

まとめ ●おわりに ●まとめ ●参考文献 15-16 
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図表 4　マンガを導入に用いたテキスト
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図表 4  マンガを導入に用いたテキスト 
 

 
 
 

図表 5  ARS を用いた設問 
 

設問 項目と選択肢 
1 SNS を使っていますか？ 1: はい, 2: いいえ 
2 どこまでなら自分の写真を公開設定の SNS

上にアップロードして大丈夫だと思います

か？ 1: 顔写真, 2: 集合写真, 3: ぼかし済の

顔, 4: 後ろ姿, 5: どれもダメ 
3 LINE を使っていますか？ 1: はい, 2: いいえ 
4 既読無視したこと／されたことはある？ 1: 

した・された, 2: した・されてない, 3: したこ

とがない・された, 4: したことがない・されて

いない 
5 既読がついた時、返事をどれくらい待てます

か？… 1: すぐに返事がほしい, 2: 数分なら

待つ, 3: 数時間なら待つ, 4: 1 日なら待つ 5:
返事がなくても気にならない 

 

(a) 講座で使用した設問リスト                 (b) 集計結果のスライド表示例 
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設問 項目と選択肢 
1 SNS を使っていますか？ 1: はい, 2: いいえ 
2 どこまでなら自分の写真を公開設定の SNS

上にアップロードして大丈夫だと思います

か？ 1: 顔写真, 2: 集合写真, 3: ぼかし済の

顔, 4: 後ろ姿, 5: どれもダメ 
3 LINE を使っていますか？ 1: はい, 2: いいえ 
4 既読無視したこと／されたことはある？ 1: 

した・された, 2: した・されてない, 3: したこ

とがない・された, 4: したことがない・されて

いない 
5 既読がついた時、返事をどれくらい待てます

か？… 1: すぐに返事がほしい, 2: 数分なら

待つ, 3: 数時間なら待つ, 4: 1 日なら待つ 5:
返事がなくても気にならない 

 

(a) 講座で使用した設問リスト                 (b) 集計結果のスライド表示例 

  

(a) 講座で使用した設問リスト　　　　　　　(b) 集計結果のスライド表示例
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図表 6　地域の話題を用いた導入部スライドの例

10 
 

図表 6  地域の話題を用いた導入部スライドの例 

 

  
 
3 デザイン研究のサイクル 
 本研究では、プロジェクト内で実施した SNS 安全利用講座のうち、中学 1 年生を対象と

した 2 回の出張講座と、高校生を対象とした高大連携講座で実施した講座の計 3 件の実践

と改善のサイクルからデザイン原則の検証と修正を行った。その実施プロセスを図表 7 に

示す。 

効果検証については、全講座とも講座終了直後に感想調査を行い、講座内容に関する理解

度や意欲、講座のデザイン要素である学生講師、ARS、教材に関する項目について評定させ、

その結果から各デザイン原則を達成するための実装が実現できているかを検討した。また、

第一回講座を踏まえて改善した第二回講座については、講座実施の約半年後に追跡調査を

行い、受講後のリスク対策意識や行動についても調査した。それにより、各デザイン原則を

実装した SNS 講座の総合的な効果として、受講者の SNS リスク対策に関する意識・行動に

及ぼす影響について検討した。 

 

  

3　デザイン研究のサイクル

　本研究では、プロジェクト内で実施した SNS 安全利用講座のうち、中学 1 年生を対象

とした 2 回の出張講座と、高校生を対象とした高大連携講座で実施した講座の計 3 件の実

践と改善のサイクルからデザイン原則の検証と修正を行った。その実施プロセスを図表 7
に示す。

　効果検証については、全講座とも講座終了直後に感想調査を行い、講座内容に関する理

解度や意欲、講座のデザイン要素である学生講師、ARS、教材に関する項目について評定

させ、その結果から各デザイン原則を達成するための実装が実現できているかを検討した。

また、第一回講座を踏まえて改善した第二回講座については、講座実施の約半年後に追跡

調査を行い、受講後のリスク対策意識や行動についても調査した。それにより、各デザイ

ン原則を実装した SNS 講座の総合的な効果として、受講者の SNS リスク対策に関する意

識・行動に及ぼす影響について検討した。

図表 7　研究の実施プロセス
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図表 7  研究の実施プロセス 

 
 第一回講座 第二回講座 第三回講座 
対象者 中学 1 年生約 100 名 

SNS 利用者 48.8% 
中学 1 年生約 150 名 
SNS 利用者 40.8% 

高校 1～3 年生 18 名 
SNS 利用者 100% 

実施時期 2014 年 12 月 2015 年 4 月 2015 年 9 月 
実施場所 中学校視聴覚教室 中学校体育館 大学教室 
実施手続き スライド＋テキスト 

テキストは当日配布 
ARS (1 人 1 台) 

スライド＋テキスト 
テキストは 1 週間前に配布 
ARS (3 人で 1 台) 

スライド＋テキスト 
テキストは当日配布 
ARS (1 人 1 台) 

効果検証の

方法 
直後の感想調査 (N = 84) 直後の感想調査 (N = 144)  

半年後の追跡調査 (N = 141) 
直後の感想調査 (N = 17) 
 

抽出された

課題 
未利用者の ARS 評価が比較

的低い 
テキストを読む時間がない 

中学 1 年生以外の学年の効

果検証 
 

 

Ⅲ SNS 安全利用講座の実践と改善 

 

本章では、各講座の実施概要、およびその効果検証結果に基づく考察と改善方略について

述べる。 

 

1 第一回講座 (中学 1 年生対象) の実施と効果検証 

（1）対象者 

印西市立 A 中学校 1 年生約 100 名を対象として 2014 年 12 月に実施した。講座は 2 クラ

ス (約 50 名) ずつ 2 回に分けて実施した。 

 

（2）実施手続き 

講座は 1 コマ 50 分授業の枠内で実施し、図表 8 に示す進行に基づいて学生講師 2 名で分

担しながら説明した。ARS のクリッカーは受講者 1 名につき 1 台ずつ配布し、テキストは

講座実施の冒頭に配布した。講座直後に感想調査を行い、84 名 (男子 40 名・女子 37 名・性

別無記載 7 名、平均年齢 12.6 歳、SD = 0.5) から回答を得た。 
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Ⅲ　SNS安全利用講座の実践と改善

　本章では、各講座の実施概要、およびその効果検証結果に基づく考察と改善方略につい

て述べる。

1　第一回講座 ( 中学 1 年生対象 ) の実施と効果検証

（1）対象者

　印西市立 A 中学校 1 年生約 100 名を対象として 2014 年 12 月に実施した。講座は 2 ク

ラス ( 約 50 名 ) ずつ 2 回に分けて実施した。

（2）実施手続き

　講座は 1 コマ 50 分授業の枠内で実施し、図表 8 に示す進行に基づいて学生講師 2 名で

分担しながら説明した。ARS のクリッカーは受講者 1 名につき 1 台ずつ配布し、テキスト

は講座実施の冒頭に配布した。講座直後に感想調査を行い、84 名 ( 男子 40 名・女子 37 名・

性別無記載 7 名、平均年齢 12.6 歳、SD = 0.5) から回答を得た。

図表 8　SNS 講座の進行表
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図表 8  SNS 講座の進行表 

 
チャプタ コンテンツ 
自己紹介 ●講師紹介 ●研究室紹介 
導入 ●SNS って？ ●SNS を欠かせない理由 ●SNS 利用で不安なこと怖いこと 

●SNS 使っていますか？(ARS 設問 1) 
個人情報漏えい 
(写真編) 

●自分の写真を公開してよい範囲 (ARS 設問 2) ●写真への映り込み ●地元商業

施設での撮影写真を用いた映り込み (クイズ) ●人物映り込みによる個人情報特

定 (クイズ)  ●建物映り込みによる自宅・通学先の特定 

個人情報漏えい 
(文章編) 

●複数の書き込みからの個人情報特定 ●学校行事の日付を利用した通学先特定

の実例 ●文字と写真を上手に組み合わせることでメリットも 

予期せぬ拡散 ●SNS での拡散って？ ●何気ないつぶやきからの拡散事例 ●炎上の恐ろしさ 
●予期せぬ拡散を防ぐために 

LINE ●LINE 使っていますか？(ARS 設問 3)  ●LINE とは ●LINE の便利さと友人間

トラブル例 

文章で本心が 
 伝わらない 

●対面とテキストメッセージの違い ●テキストにニュアンスや感情表現を付加

する工夫例 

既読無視 ●既読とは？ ●既読無視とは？ ●既読無視したこと・されたことはある？(ARS
設問4)  ●相手に既読がついた時に返事をどの程度待てますか？(ARS設問5)  ●
既読無視された側の気持ち ●既読無視した側の事情 ●すれ違わないための対

策 
まとめ ●各チャプタで紹介した対策のまとめ 

※ARS の各設問詳細は図表 5 参照。 
 

（3）効果検証の結果と考察 

受講者に占める SNS 利用者の割合は 48.8%であった。最も利用者の多い SNS は LINE で

あり、SNS 利用者の約 90%が利用経験を有していた。SNS 安全利用に関する事前学習経験

については、家族と相談した経験の有無のみ確認しており、有効回答のうち「有り」が 21

名、「無し」が 31 名、未回答 32 名であった。 
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経験については、家族と相談した経験の有無のみ確認しており、有効回答のうち「有り」

が 21 名、「無し」が 31 名、未回答 32 名であった。

　感想調査の結果を図表 9 に示す。デザイン原則 1 については、テキストのマンガに対す

る興味や学生講師に対する親しみ度の平均評定値がそれぞれ 5 段階評定で 4.0 以上 ( やや

そう思う～とてもそう思う ) であり、一定の動機づけができたものといえる。原則 2 につ

いては、学生講師による参加意欲、ARS 興味の平均評定値がやはり 4.0 以上であり、学習

者と講師、学習者同士の対話が有効に機能したものと考えられる。原則 3 については、テ

キストの事例対策に対する興味は 3.7 (SD = 0.8) に留まっており、テキストに記載した同

年代者の事例については改善の余地があるといえよう。一方で、実施校や地域に根差した

事例に関しては、講座の中で地元の写真の撮影場所や撮影者の映り込み場所を当てるクイ

ズなどで多くの受講者が積極的に回答参加していたことから、一定の効果があったものと

考えられる。原則 4 については、テキストのコラムに対する興味は 3.5  (SD = 0.9) であり、

中立的評価 (3 点 ) よりは有意に高いものの ( 一標本 t 検定 , p  < .01), 他項目の評定点より

はやや低い傾向であった。講座全体の効果として、理解度は平均評定値が 4.5 (SD = 0.7)、
社会的トラブル留意意欲は平均 4.4 (SD = 0.8)、対人トラブル留意意欲は 4.2 (SD = 1.0) で
あり、一定の啓発効果があったといえよう。なお、SNS 利用者 (N  = 40) と未利用者 (N  = 
44) とで感想調査の各項目にいて評価値を比較したところ、すべての項目について有意な

差はみられなかった。また、ARS に関しては、今後の講座改善の余地の有無を検討するた

めに評定点が 4 ～ 5 点の受講者を高評価群、1 ～ 3 点の受講者を低評価群として両群の差

異を調べた。その結果、低評価群に占める SNS 未利用者の割合が有意に多かった (χ2 (1) = 
3.8, p  < .01; 図表 10)。
　以上の効果検証結果から、全体として本講座は SNS 未利用者の多い中学 1 年生にも効

果があったことが伺える。一方で、ARS の効果に関しては、低評価群に占める SNS 未利

用者の割合が多かった。ARS では SNS の利用状況や利用内容に関する質問が多かったこ

とから、SNS 未利用者の中には積極的に回答に参加できなかった受講生もいたことが示唆

される。この点は、原則 4 の学びを引き出す環境を引き出し、原則 2 の学習者同士の対話

につなげる上で要改善点といえよう。また、デザイン原則 3、4 に関連して、テキストの

事例対策や専門知識を記載したコラムに関する評価は他項目の評価と比較して全体的にや

や低い傾向にあった。講座を進行する上ではテキストの該当頁を示しながら話を進めたも

のの、講座内ではスライドも使用するためテキストは補助教材的な位置づけとなっていた

ことや、講座開始時に配布したため講座中にテキストを精読することが時間的にやや困難

であったことなどが要因として考えられる。そのため、実生活につながる文脈や、学びを

引き出す環境としては改善の余地があると考えられる。そこで「SNS 未利用者も ARS で

の回答参加を楽しめる工夫」と「テキストへ関心を高める工夫」を次回講座実施上の改善

項目とした。
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デザイン研究アプローチを用いた中高生向け情報モラル教育の実践と改善

図表 9　感想調査の項目および第一回・第二回講座の結果
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（1）対象者 

印西市立 B 中学校 1 年生を対象として 2015 年 4 月に実施した。中学校側の要請で全クラ

2　第二回講座 ( 中学 1 年生対象 ) の実施と効果検証

（1）対象者

　印西市立 B 中学校 1 年生を対象として 2015 年 4 月に実施した。中学校側の要請で全ク

ラス生徒約 150 名に一斉に実施した。
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（2）実施手続き

　講座の実施内容やタイムスケジュールは基本的に第一回講座と同様であったが、前回の

効果検証を踏まえ、①複数名での ARS 使用、②テキストの事前配布ついて実施手続きを

修正した。以下に各修正の概要を述べる。

　①複数名での ARS 使用：ARS については、第一回講座の要改善点として SNS 未利用者

もより積極的に参加できるような活用が挙げられた。そこで、第二回講座では ARS での

質問項目は基本的に第一回講座の内容を踏襲しつつ、受講者 3 名ずつのグループで 1 台の

クリッカーを使用して回答させることとした。たとえば、LINE で自分からの質問メッセー

ジについて相手が既読となってからどの程度の時間まで返事を待てるかといった設問につ

いても、まず 3 名グループ内で意見を出し合い、相談してグループの回答を ARS で回答

することとした ( 図表 11)。これにより、自分が SNS を利用していない場合も友人同士で

対話しながら回答を決めるプロセスの中で主体的な参加意識が高まり、ARS で回答するこ

とや他の受講者の回答を閲覧することに対する興味が向上するのではないかと考えた。

　②テキストの事前配布：講座開始時の配布では受講生が講座中にテキストに目を向ける

機会が少なく、テキスト内容に対する興味や理解を醸成することが困難であった可能性を

踏まえ、講座の 1 週間前に学校に送付して受講生徒に配布し、事前に目を通してもらうこ

ととした。なお、当日持参を忘れないよう、テキストは学校内で各自保管するよう依頼した。

　効果検証については、第一回講座と同様の感想調査に加えて、改善を踏まえた上での講

座の効果を多面的に検討するために、講座の約半年後に追跡調査も実施することとした。

追跡調査では中高生を対象としたネットリテラシー調査 32,33 で用いられた項目を用いて情

報モラルに関する態度や行動を測定した。講座直後の感想調査は 144 名 ( 男子 75 名、女

子 69 名、平均年齢 12.1 歳、SD = 0.3) から回答を得た。追跡調査は講座実施半年後の

2015 年 10 月に実施し、感想調査と ID 番号の照合がとれた 141 名 ( 男子 73 名、女子 68 名、

平均年齢 12.5 歳、SD = 0.5) を有効回答とした。

図表 11　グループでの ARS 回答スライド ( 設問 5 の場合 )
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（3）講座の改善効果についての検証
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講座の約半年後に実施した追跡調査の結果、受講後の SNS 利用リスク対策として「自分

なりに考えたりルールを決めたりすることがあった」は 57 名 (42.5%)、「家族と相談する機

会があった」は 54 名 (39.4%)、「友人と相談する機会があった」は 24 名 (17.6%)、「SNS と

の付き合い方を考えるために情報収集した」は 16 名 (11.9%) であった。いずれかの対策を

行った生徒の割合は全体では 52.7%、SNS 利用者では 68.4%であった。 

また、受講者の SNS リテラシー関連の意識・行動についての結果を先行研究と比較する
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に多かった (χ2 (1) = 10.3, p < .05; 図表 13)。また「ネットコミュニケーション学習意欲」に
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て、当講座受講者の方が「よくある」の回答が多く、「あまりない」の回答が少なかった (χ
2 (3) = 12.5, p < .05; 図表 15)。「家庭の利用ルール遵守」についても、当講座受講者の方が「守

っている」の回答が多く、「ルールがない」の回答が少なかった (χ2 (2) = 6.8, p < .05; 図表

16)。 比較した先行研究とは実施年や対象が異なり必ずしも厳密な比較ができるわけではな

いものの、当講座受講者は講座半年後も SNS を含むネットコミュニケーションに関する留

意意欲や対策行動の実現度が比較的高い水準であったことが推察される。 
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に高等学校での出張講座を行うことはできなかったため、大学の高大連携講座の枠組みの

中で高校生を対象とした講座を実施し、当講座が高校生に対しても有効かどうかを検証す
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トユーザのリスク認知など心理学的側面から情報リテラシーに関する講義を行った。 
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本講座はもともと中高生向けに開発したものであるが、その中でも低学年である中学 1 年

生のみの効果検証に留まっている。実施時期や応募校の都合等により講座実施期間中に高

等学校での出張講座を行うことはできなかったため、大学の高大連携講座の枠組みの中で

高校生を対象とした講座を実施し、当講座が高校生に対しても有効かどうかを検証するこ

ととした。

3　第三回講座 ( 高校 1 ～ 3 年生対象 ) の実施と効果検証

（1）対象者

　大学主催の高大連携講座に参加した印西市近辺の高校生計 18 名を対象として、2015 年

7 月に実施した。

（2）実施手続き

　高大連携講座の2015年度7月実施分を筆者の研究室が担当し、当日110分の授業時間 (う
ち10分休憩 ) の後半50分を使用して講座を実施した。高大連携講座の7月分テーマは「ユー

ザ心理に基づいた ICT リテラシーのデザイン」であり、前半は教員がインターネットユー

ザのリスク認知など心理学的側面から情報リテラシーに関する講義を行った。

　講座の実施概要は、対象者の特性と実施上の現実的な制約を踏まえ、第一回講座と同様

とした。第二回講座において採用した改善点に関しては、①複数名による ARS 利用につ

いては、高大連携講座の参加者が 18 名と比較的少数であり、3 名 1 組とした場合に ARS
の回答数が 6 件とごく少数になってしまうことや、参加者同士は必ずしも知り合いではな

いためグループ内で円滑なコミュニケーションがなされるとは限らないこと、高校生を対

象とした場合には SNS 未利用者が少ないと予想されることを考慮し、第一回講座と同様

に各自に配布することとした。②テキストの事前配布と効果検証における追跡調査につい

ては、高大連携講座における参加者の個人情報保護の観点から事前・事後に個別にコンタ

クトをとることが困難であり、実施を見送った。

　以上の現実的制約も考慮し、第三回講座ではとくに第一回・第二回講座で中学 1 年生を

対象とした場合に高評価であった講座内容や学生講師の効果が、高校生を対象として実施

した場合にも有効であるかどうかを検討することに主眼を置いて効果検証を行った。講座

直後に感想調査を行い、17 名 ( 男子 11 名・女子 6 名、平均年齢 15.9 歳、SD = 1.0) から
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回答を得た。感想調査の項目については、高大連携講座全体に対する項目を加えることを

踏まえ、既存の項目の一部を削除する必要が生じた。高大連携講座ではテキスト事前配布

が困難であったことから、テキスト内容の詳細を問う設問 ( マンガ興味、事例対策興味、

コラム興味 ) を削除し、代わりにテキストに対する全体的な評価に関する設問 ( 全体的に、

テキストは SNS のトラブルや付き合い方を考える上で役に立ちましたか？ ) を加えること

で対応した。

（3）効果検証の結果と考察

　受講者に占める SNS 利用者の割合は 100% であった。最も利用者の多い SNS は LINE
であり、回答者 17 名のうち 15 名 ( 約 88%) が利用経験を有していた。また、SNS 安全利

用に関する事前学習経験については、「講習会参加」が 7 名、「家族と相談」が 3 名、「読書・

メディア」が 5 名、「学習経験なし」が 4 名であった。

　感想調査の結果を図表 17 に示す。中学生向け講座と同じ項目を用いた講座効果、学生

講師、ARS に関する質問については、第二回講座と平均評定点を比較した 35。その結果、

いずれの項目についても第二回と第三回講座との間に有意な差はみられなかった ( 図表

17)。とくに講座効果や学生講師については、高校生を対象とした第三回講座においても評

定値が高く、中学 1 年生を対象として非常に高い評価を得た第二回講座と比較しても有意

な差はみられなかった。学生講師によるピア効果については、講師の「親しみ度」と「参

加意欲」ともに第一回講座から平均 4.2～ 4.5点の範囲で有意差がみられなかったことから、

学生講師によるピア効果は中学 1 年生から高校生までおおむね同等であることが示唆され

た。

　ARS については、第三回講座では 1 名 1 台使用に戻したにも関わらず、第二回講座と同

等の高い評定値であった。この結果の解釈としては、第三回講座の対象者全員が SNS 利

用者であったことが考えられる。中学 1 年生の場合には SNS 未利用者も一定数おり、

ARS 使用による講座内容興味についてはとくに SNS 未利用者に低評価者が多かった ( 図
表 10)。そのため、高校生を対象とし SNS 利用者の多い第三回講座においては、3 名 1 組

というグループ回答制度を導入せずとも ARS 利用の効果がみられやすかったものと考え

られる。

図表 17　第三回講座の感想調査結果と第二回講座との比較
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カテゴリ 設問項目 第二回講座 
中 1, N = 144 

第三回講座 
高 1~3, N = 17 

講座間比較 
t p 

講座効果 理解度 4.8 (0.5) 4.6 (0.5) 0.95 n.s. 
 社会的トラブル留意意欲 4.8 (0.4) 4.7 (0.6) 0.39 n.s. 
 対人トラブル留意意欲 4.8 (0.4) 4.7 (0.4) 0.35 n.s. 
学生講師 学生講師の親しみ度 4.4 (0.7) 4.5 (0.6) 0.50 n.s. 
 学生講師による参加意欲 4.2 (0.9) 4.5 (0.6) 0.86 n.s. 
ARS ARS による講座興味 4.6 (0.6) 4.8 (0.4) 1.09 n.s. 
テキスト テキスト全体評価 ― 4.5 (0.6) ― ― 

 
Ⅳ 総合考察 
 

1 学生による中高生向け SNS 安全利用講座の効果 

本研究では、デザイン研究アプローチに基づく中高生向け SNS 安全利用講座のデザイン

とその実践、効果検証に基づく改善を行った。デザイン原則の実装と効果検証に関しては、

第一回講座においても原則 1 や原則 2 については一定の効果がみられたといえるが、原則 3

と原則 4 に関しては要改善点も抽出された。その結果を踏まえて実装方法を改善した第二

回講座については、概ね改善の意図通りに該当する感想調査の評価が向上したことから、デ

ザイン原則に基づく実装を実現できたといえる。さらに、デザイン実装改善後の SNS 講座

の総合的な効果を検討するため、第二回講座では受講半年後の SNS 利用意識・行動に関す

る追跡調査を実施した。その結果、講座受講者はネット利用の問題について保護者と相談し

てルールをつくる機会が多く、またネットリテラシー学習に対する意欲も比較的高いこと

が示唆された。ピア・エデュケーションの効果としてピアの話題提供をきっかけに問題を自

分に身近なこととして捉えて考えを深めることが挙げられるが 25、本講座においてもその

ような効果がみられたものと考えられる。 

実施前は学生講師のピア効果が中学 1 年生にもみられるか未知数な部分もあったが、効

果検証の結果から中学 1 年生が対象の場合も学生が講師となることでの親しみや参加意欲

は高く、また高校生が学生講師を評価した場合とも差がみられなかった。中学 1 年生が学生

講師を自分とまったく同等の同輩とみなしたとはいえなくとも、教師とは異なる「自分の延
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Ⅳ　総合考察

1　学生による中高生向け SNS 安全利用講座の効果

　本研究では、デザイン研究アプローチに基づく中高生向け SNS 安全利用講座のデザイ

ンとその実践、効果検証に基づく改善を行った。デザイン原則の実装と効果検証に関して

は、第一回講座においても原則 1 や原則 2 については一定の効果がみられたといえるが、

原則 3 と原則 4 に関しては要改善点も抽出された。その結果を踏まえて実装方法を改善し

た第二回講座については、概ね改善の意図通りに該当する感想調査の評価が向上したこと

から、デザイン原則に基づく実装を実現できたといえる。さらに、デザイン実装改善後の

SNS 講座の総合的な効果を検討するため、第二回講座では受講半年後の SNS 利用意識・

行動に関する追跡調査を実施した。その結果、講座受講者はネット利用の問題について保

護者と相談してルールをつくる機会が多く、またネットリテラシー学習に対する意欲も比

較的高いことが示唆された。ピア・エデュケーションの効果としてピアの話題提供をきっ

かけに問題を自分に身近なこととして捉えて考えを深めることが挙げられるが 25、本講座

においてもそのような効果がみられたものと考えられる。

　実施前は学生講師のピア効果が中学 1 年生にもみられるか未知数な部分もあったが、効

果検証の結果から中学 1 年生が対象の場合も学生が講師となることでの親しみや参加意欲

は高く、また高校生が学生講師を評価した場合とも差がみられなかった。中学 1 年生が学

生講師を自分とまったく同等の同輩とみなしたとはいえなくとも、教師とは異なる「自分

の延長線上にいる先輩」と位置付け、親しみをもって講座に参加できたものと推察される。

　中学 1 年生を対象とする上では、SNS 未利用者が多いことにも留意する必要があった。

講座では開催校や地元の話題を例として取り上げるとともに、マンガを導入に用いたテキ

ストや ARS などの参加型要素を取り入れ、SNS 未利用者からも利用者と同等の高い評価

を得た。また、ARS に関しては第二回講座において 3 名グループで 1 台のクリッカーを使

用し、グループ内で相談しながら回答するというスタイルを導入することで、ARS 評価の

低評価群における SNS 未利用者の比率が減少した。直接的に SNS 利用経験のない受講者

もグループでの対話を通じて回答を決めることで意欲をもって参加できたものと推察され

る。第三回講座のように受講者全員が SNS 利用者のクラスにおいては 1 名 1 台でも ARS
評価が高かったことから、複数名での ARS 使用はとくに SNS 未利用者に有効なティップ

スであると考えられる。出張講座や市民講座で使用できる ARS は台数に限りがある場合

も多いことから、複数名で相談して 1 台のクリッカーで回答させる方法は必要台数削減と

いう点でも合理的である。なお、今回は 3 名 1 台としたが、今後はグループの規模やグルー

プメンバーの関係性 ( 知り合いか初対面か等 ) と ARS 評価の関連も検討したい。

　講座を実施する上でテキストの事前配布が有効であることも示された。一般的な市民講

座と比較して、特定の学校で実施する出張講座は受講者があらかじめわかっていることか

ら、資料の事前配布は可能である。ただし、事前配布する上では学校側の同意と協力を得
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る必要があり、双方にある程度のコストを要する。また、当日持参を忘れないかなどの懸

念もある。そのため第一回講座では通常の市民講座と同様に講座時に配布することとした

が、結果としてテキストの評価は講座の全体的な評価としてやや低いものであった。そこ

で第二回講座では事前に学校側の協力を得て講座 1 週間前にテキストを配布し、当日持参

を忘れることがないよう学校内で各人保管するよう依頼した。その結果、導入部分のマン

ガや、本論である事例・対策に関する評価が第一回講座よりも向上した。事前配布が常に

できる環境であるとは限らないが、これら定量的評価に基づく教育改善上の工夫は、今後

同様の講座を実施する上でのティーチング・ティップスとなるであろう。

2　効果検証を踏まえたデザイン原則の提案

　本講座では、中学生向け国語科教育の中で抽出されたデザイン原則 28 を参照して当初の

授業デザイン案を作成した ( 図表 2)。講座の実践と改善のサイクルを踏まえて再構築した

デザイン原則を図表 18 に示す。当初案では 4 つの原則としたが、原則 4「学びを引き出す

環境」については、出張講座においては教材に関する原則 1「人を賢くする枠組み」や、

進行に関する原則 2「対話という営み」と不可分であることが教育実践を通じて示唆され

たことから、計 3 つの原則にまとめた。その上で、原則 1 を「共通の興味・関心の醸成」

とし、原則 2 を「対話を引き出す学習環境」と改訂した。

　原則 1「共通の興味・関心の醸成」は、学びの動機づけに関する原則である。中高生向

け情報モラル教育を行う上では、インターネットトラブルは多岐にわたることから教材の

情報量が多くなりがちであること、未利用者が含まれることなどを考慮するとともに、実

施時間など現実的制約も踏まえた学修意欲向上の方略を考える必要がある。当講座では、

学習者が講座テーマに関心を持ち、主体的に学びを継続する意欲を醸成するために、主と

して教材の内容と提示上の工夫を試みた。テキストの各コンテンツに関する自作マンガは

受講者の評価が高く、導入としての効果はあったものと考えられる。一方で、そこから文

章主体の事例紹介や専門的なコラムに至る学修の導線については講座終了時までに醸成す

ることがやや困難であった。この点は本講座における教材の情報量の問題であり、1 つの

解決策としてテキストの事前配布による事前学習を依頼することで、事例に対する受講者

図表 18　本研究で提案する中高生向け SNS 安全利用講座のデザイン原則
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ID デザイン原則 授業デザインの視点 実装例 (本研究における実装) 
1 共通の興味・関心の醸

成 
学びの動機づけと知識構築

の支援 
・スライドとテキストを用いた進行 
・マンガを導入に用いたテキスト 
・正解ではなく妥当解の例示 

2 対話的学びを引き出す

環境 
教師と学習者の対話 
学習者同士の対話 

・学生講師による進行 
・学習者が挙手・回答しやすいクイズ 
・ARS による聴衆参加型進行と受講者

同士の意見交換 
3 実生活につながる文脈 実生活に則したシナリオ ・実施校や地域に根差した事例 

・同年代者の事例 
 

原則 1「共通の興味・関心の醸成」は、学びの動機づけに関する原則である。中高生向け

情報モラル教育を行う上では、インターネットトラブルは多岐にわたることから教材の情

報量が多くなりがちであること、未利用者が含まれることなどを考慮するとともに、実施時

間など現実的制約も踏まえた学修意欲向上の方略を考える必要がある。当講座では、学習者

が講座テーマに関心を持ち、主体的に学びを継続する意欲を醸成するために、主として教材

の内容と提示上の工夫を試みた。テキストの各コンテンツに関する自作マンガは受講者の

評価が高く、導入としての効果はあったものと考えられる。一方で、そこから文章主体の事

例紹介や専門的なコラムに至る学修の導線については講座終了時までに醸成することがや

や困難であった。この点は本講座における教材の情報量の問題であり、1 つの解決策として

テキストの事前配布による事前学習を依頼することで、事例に対する受講者の興味を高め

ることができた。当講座はスライドとテキストを併用した進行を行ったが、スライドではテ

キスト内容は構成と要約の紹介に留め、テキストにない地域に根差した事例の紹介や ARS

による聴衆参加型進行としたこともあり、テキストを事前学習したことで講座が退屈なも

のとなるといった負の影響はなかったものと考えられる。ただし、第三回講座の事例で明ら

かなように、常にテキストの事前配布ができるとは限らない。そこで、たとえばプロジェク

トのホームページ上からテキストの PDF 版を公開し、受講者にはあらかじめそのサイトに

アクセスして参照してもらうよう依頼するなど、受講者に事前に教材を届けやすい学習環

境づくりも必要であろう。 

原則 2「対話を引き出す学習環境」は、学習者が教育者や他の学習者との対話を通じて学

習テーマに対する自身の考えを整理するための原則である。情報モラル教育は画一的な正

解がないことや、トラブル事例の多様化もあり、学習内容を自分のこととして主体的に考え
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の興味を高めることができた。当講座はスライドとテキストを併用した進行を行ったが、

スライドではテキスト内容は構成と要約の紹介に留め、テキストにない地域に根差した事

例の紹介や ARS による聴衆参加型進行としたこともあり、テキストを事前学習したこと

で講座が退屈なものとなるといった負の影響はなかったものと考えられる。ただし、第三

回講座の事例で明らかなように、常にテキストの事前配布ができるとは限らない。そこで、

たとえばプロジェクトのホームページ上からテキストの PDF 版を公開し、受講者にはあ

らかじめそのサイトにアクセスして参照してもらうよう依頼するなど、受講者に事前に教

材を届けやすい学習環境づくりも必要であろう。

　原則 2「対話を引き出す学習環境」は、学習者が教育者や他の学習者との対話を通じて

学習テーマに対する自身の考えを整理するための原則である。情報モラル教育は画一的な

正解がないことや、トラブル事例の多様化もあり、学習内容を自分のこととして主体的に

考え知識の更新や対策行動を自ら続ける必要がある。当講座ではこれを主として講座進行

上の工夫により実装した。ピア・エデュケーションを狙った学生講師による進行に加え、

ARS による聴衆参加型進行と受講者同士の意見交換により学習者同士の対話を促した。と

くに ARS を 3 名 1 組の使用とすることで SNS 未利用者の ARS に対する評価も向上した

ことから、講義形式であっても部分的に学習者同士の対話ができる機会を設けることが有

効であることが示唆された。

　原則 3「実生活につながる文脈」は当初案と同様であるが、実生活上の問題解決を起点

とした学習を図るものである。当講座ではテキストやスライドにおいて、同年代者の事例

を用いたり、実施校や地域に根差した事例クイズを行うことで実装した。受講者の地元

ショッピングモールや学校行事情報を事例としてスライドで説明した際の受講者の反応は

よく、クイズでも多くの生徒が積極的に挙手していた。このような「地元ネタ」は対象者

によってコンテンツをアレンジする必要があるため毎回の講座で事前準備を要するが、一

定の効果も期待できる方略であるといえよう。

　以上のように、学生講師による中高生向け SNS 安全利用講座のデザイン原則は、共通

の関心や学習者の対話を重視する点で、他の教科のデザイン原則 23,29 と類似する部分も多

いといえる。一方で、その実装方法に関しては、情報モラル教育の特性や出張講座である

ことの現実的制約を考慮した工夫が求められ、本研究により具体的な実装例とその効果が

明らかとなった。

3　今後の課題

　本研究はデザイン研究アプローチの枠組みを参照しながら講座の実践と改善を行ったも

のである。デザイン研究に対しては「より統制された実験を通じて検証されなければなら

ない形性的な知見を提供するぐらい」18 といった批判もあることから、本研究ではできる

だけ定量的な分析を心がけた。そのため感想調査の大部分は評定尺度による評価であった

ことや、感想調査の実施時間が数分程度と限られていたこともあり、自由記述感想を具体

日本大学「危機管理学研究」.indb   273 2020/03/19   13:23:50



274

的に記入した受講者はごく少数であった。デザイン研究は学習者の学びの反応を定性的な

記述によっても把握し分析する場合が多いが 13,18,19、そのような定性的な分析の材料が得ら

れにくかったことは本研究の課題として挙げられる。通常の学校授業と異なり単発の出張

講座では学習者の特性や学習者同士の関係性、雰囲気などの前提条件を把握することが困

難であることから、たとえば担任教諭に講座中の受講生徒の観察を依頼し、普段の授業と

比べてどのような反応が多いか少ないか、各学習者の特性を踏まえた上で特徴的な反応が

あるかどうか等を記録してもらうことも 1 つの指標となるであろう。

　また、第一回講座と第二回講座では同じ市内の市立中学校の 1 年生生徒を対象としてお

り、大きな学力差や情報リテラシーに関する学習経験差はないものと想定されるが、学習

者の基礎学力や SNS に関する事前知識・学習経験等について厳密な比較ができなかった

点も今後の課題である。一般的に、デザイン研究は特定の科目・クラスにおける継続的な

教育改善のために用いられることから、学習者の基礎学力等は改善前後で同等とみなされ

る場合が多い。一方で、出張講座の場合は実施クラスも講座間で毎回異なることから、通

常のデザイン研究よりも群間の基礎学力差にも留意する必要があろう。

4　結論

　本研究は、従来の実験計画法に基づく効果検証が情報モラル教育の実践フィールドに必

ずしも適さない場合があることを指摘した上で、オルタナティブ・アプローチとしてのデ

ザイン研究の枠組みから教育実践に対する定量的な効果検証と改善の取組みを報告した。

今後、デザイン原則に基づく情報モラル教育の開発と実践の拡大を通じて、デザイン原則

を更に精緻化していく必要があろう。
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